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地方都市商店街の活性化に関する考察
坪　井　明　彦
The Policies for Activation of Shopping Streets in the Local Cities
Akihiko TSUBOI
要　旨
　現在、地方における人口減少や地域経済の衰退は深刻な問題となっている。地方都市における
中心市街地や商店街の衰退の問題は顕著であり、これまでも多くの施策が展開されてきたが、ほ
とんど効果は見られず、その衰退傾向に歯止めはかかっていない。特に、階層の低い商店街の衰
退は著しい。
　本稿では、こうした環境の中で、地方都市の商店街の衰退の要因をクリスタラーの中心地理論
を用いて考察し、地方都市における商店街の活性化は可能なのかを考察する。
Summary
　　A fall in population and economic slide in rural areas have become a serious problem. The 
decline of city centers and shopping areas in local cities is remarkable and many measures taken 
so far have had little effect and haven’t stopped the downward trend so far. Particularly, the 
decline of the shipping streets for a lower hierarchy is remarkable.
　　This paper discusses the causes for the decline of shopping streets in local cities using the 
Christaller’s central place theory and examines the feasibility of vitalization of shopping streets in 
local cities.
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Ⅰ．はじめに
　現在、日本の総人口が減少している中で、地方の人口減少や衰退は深刻な問題となっている。
それは、中山間地域や過疎地域といわれるような地域だけでなく、地方都市においても同様であ
る。地方都市における中心市街地や商店街の衰退の問題は顕著であり、これまでも多くの施策が
展開されてきたが、ほとんど効果は見られず、地方における中心市街地や商店街の衰退傾向に歯
止めはかかっていない。
　本稿では、こうした環境の中で、地方都市における商店街の活性化は可能なのか、もしも可能
だとするならばどのような条件で、どのような施策が効果的なのかを考察する。
Ⅱ．商店街の現状と歴史
１．商店街の現状
　中心市街地や商店街の衰退は、多くの地方都市で共通して見られる問題となっているが、実際
にどれくらい衰退しているかを、数字で確認しておこう。図１は、中小企業庁が３年ごとに行っ
ている商店街実態調査のデータであるが、「繁栄している」と回答した商店街は、平成21年度お
よび24年度ともに1.0%しかなく、平成27年度はやや改善し2.2％となっている。繁栄している商
店街は、全体的に見れば、非常に少ないのが現状である。
　しかし、その状況は、商店街のタイプⅰによって大きく異なる。図２は、平成27年度調査の「商
図１．商店街の景況感の推移
　出所：中小企業庁『商店街実態調査報告書』各年度版より作成
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店街の最近の景況」であるが、「繁栄している（繁栄の兆しがある含む）」と回答した商店街は、
近隣型商店街では2.3％しかないが、超広域型商店街では32.1％あり、商店街の商圏や規模が大
きいほど繁栄している割合は高い。逆に「衰退している（衰退の恐れがある含む）」と回答した
割合は、近隣型商店街では77.5％と非常に高いが、超広域型商店街においては15.1％しかない。
商圏が狭く規模が小さい商店街ほど、衰退している割合は高く、商圏が広く規模が大きい商店街
ほど、繁栄している割合が大きくなっている。平成27年度の調査では、「繁栄している」に「繁
栄の兆しがある」も含まれているため、平成24年度の調査も確認しておこう（図３）。この傾向は、
図２．商店街タイプ別の景況感（平成27年度）
　出所：中小企業庁『平成27年度商店街実態調査報告書』より作成
図３．商店街タイプ別の景況感（平成24年度）
　出所：中小企業庁『平成24年度商店街実態調査報告書』より作成
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平成24年度の調査でも同様であるが、「繁栄している」の割合は、近隣型商店街および地域型商
店街では１％以下であり、広域型商店街でも2.4％に過ぎない。
　全体的な傾向としては、大都市の超広域型商店街では衰退傾向は弱いものの、地方の県庁所在
地などに位置する広域型商店街では衰退傾向が強まっており、それよりも小さな地方都市の商店
街の衰退傾向は顕著なものとなっている。
２．商店街の歴史
　商業集積の分類として、計画的に店舗が配置された計画的ショッピング・センターと自然発生
的に店舗が集積した商店街という２つの区分がある。したがって、商店街とは自然発生的に各店
舗が集積した、古くから存在する商業集積という印象がもたれている。しかし、新（2012）は、
商店街は「20世紀初頭の都市化と流動化に対して、『よき地域』をつくりあげるための方策として、
商店街は発明されたのである（p.26）」と述べⅱ、商店街の胎動期（1920 ～ 1945）、商店街の安
定期（1946 ～ 1973）、商店街の崩壊期（1974 ～）に分けて、商店街の歴史を説明している。
　商店街の衰退要因や活性化策を考える上で、商店街がどのような要因で発展し、衰退してきた
かを理解することは不可欠である。新（2012）から、商店街の歴史を確認しておこう。
⑴　商店街の胎動期（1920 ～ 1945）
　第一次世界大戦以降、都市における零細小売商の増加は大きな社会問題となっていた。零細小
売商は、資金力が乏しく、営利も追求していないうえに、専門性にも欠けていた。当時の商業学
者は、こうした状況を克服するためには、小売店を組織化して規模を拡大し、専門性を高めれば
よいと考え、これを具体的に実現するために商店街が生み出された。
　その後、1940年代は、総力戦体制という背景の中で、個人事業主を存続させつつ、それらを
適切に地域ごとに割り振るために、小売業の転廃業や距離制限が実施され、地域の消費空間、地
域住民に必要な物資を滞りなく供給するという社会的役割を担う「生活インフラとしての商店街」
が作られていった。
⑵　商店街の安定期（1946 ～ 1973）
　戦後になると、商店街振興組合法などの商店街関係の法整備が急速に進み、商店街も急速に整
備されていった。また、戦後の混乱の中で、零細小売商が爆発的に増加したことを背景に、零細
小売商は行政に対し、規制・保護を求めていった。その成果が新百貨店法（1956年制定）、中小
企業団体法（1957年制定）、小売商業特別措置法（1959年制定）、大規模小売店法（1973年制定）
など、商店街の小売業の競合相手を規制するものである。また、1962年には商店街振興組合法
が施行された。これにより、政府が必要と認めた場合には、商店街に補助金が交付されるように
なった。しかし、見方を変えると、零細小売商が、行政主導の保護政策への依存を強めていった
ともいえる。
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　そして、スーパーマーケットという新たな業態が生まれ成長していく中でも、高度成長期は零
細小売商の権益を奪う政策は行われず、最先端の都市計画においてもスーパーマーケットと零細
小売商の共存が求められた。たとえば、多摩ニュータウンでは、商業エリアとして、高次のサー
ビスを供給する中心地区、中心地区よりも低次のサービスを供給する駅前地区、生活必需品を供
給する住区地区が設定され、それぞれの地区で商店街の設置が計画された。
⑶　商店街の崩壊期（1974 ～）
　1974年はセブンイレブンが第１号店を出店した年である。それ以降、コンビニは急速に店舗
数を増やしていったが、コンビニの初期の発展は、全国の小売店主の業態転換によって支えられ
ていた。そして、コンビニは、「商店街」という理念にあった専門店同士の連帯を無視して成り
立つ業態であり、万屋としてのコンビニが商店街に登場することによって、たばこ屋・酒屋・
八百屋・米穀店などの古い専門店はその存在意義を奪われていった。
　また、バブル崩壊以降、地方都市の郊外、特に国道のバイパス沿いに、商業用途の土地が大量
に発生し、流通に関する規制緩和によりショッピングモールが次々に建設された。このような郊
外型のショッピングモールは、住宅街での商圏を前提としていた商店街秩序を根底から否定する
ことになった。こうして、昭和前期に「発明」され、高度成長期に花を開いた商店街は終焉を迎
えることになった。
　新（2012）は上記のように商店街の歴史を説明しているが、ここで注意したいのは、安定期
とされた時期においても、零細小売商の保護や競争相手への規制を求め、それが成果を上げてい
たということである。つまり、零細小売商への保護や大型小売店に対する規制がなければ、商店
街の衰退はもっと早まっていたのである。商店街の盛衰には、政府や行政の政策や規制が大きく
関係しているということである。
Ⅲ．地方都市商店街の衰退要因
１．商店街の衰退要因
　新（2012）は、商店街の崩壊期の始まりを1974年としているが、衰退傾向が鮮明になった時
期としては1980年代半ばであろう（満薗2015）。商店街の衰退要因として、消費者の変化、競
争相手の問題、商店街内部の問題に分けて捉えることができる。すでに述べたように、近隣型商
店街や地域型商店街は、徒歩や自転車での移動を前提に、その周辺に居住する地域住民を顧客と
している。しかしながら、自動車の普及により、中心市街地に住むメリットは減り、郊外の広い
住宅を求める人が増えていった。そうした中で、中心市街地の人口減少がもたらされた。また、
自動車で買い物に行く人にとっては、駐車場が整備されていない商店街は、むしろアクセスの悪
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い場所であり、駐車場が整備された郊外型の店舗の方がアクセスしやすい。このような理由で、
消費者のニーズに商店街は応えられず、それに対応した郊外型の大型店に顧客を奪われる結果と
なっている。つまり、消費者が、品揃えや価格、アクセスなどの面で自身のニーズに応えていな
い商店街ではなく、ニーズに応えた郊外型の大型店を選んだ結果ということが単純な理由である
が、それ以外の要因も指摘できる。以下では、他の要因について検討する。
２．商店主の意欲
　商店街に店舗を立地させる商店は、百貨店や全国各地に多店舗展開するチェーン店と比べて、
仕入れの際の価格交渉力などをはじめてして、多くの面で不利となっていることは否めない。し
かし、久繁（2013）は、商店街衰退の理由を、成功例を模倣する公務員と意欲の低い商店主に
あるとしている。ここでは、商店主の意欲という部分を取り上げよう。
　現在、大規模チェーンと化している小売業者も、はじめは零細小売商から出発しているのがほ
とんどである。しかし、彼らはビジネスとしての成功を目標に、規模を拡大させ、元の立地にと
らわれずチェーン展開し、ビジネスとしての成功を果たしてきた。したがって、意欲的な商業者
は既に商店街を飛び出しているともいえるが、現在、商店街に立地している商店主の意欲という
部分で考えてみよう。
　久繁（2013）は商店街の商店主を以下の３つに大別し、問題点を指摘している。
　①　事業用宅地に住み、そこで商いを続けている商店主。
　② 　商いを放棄して、事業用宅地を賃貸店舗に建て替える投資を行い、店舗を貸すだけの「不
動産オーナー」。
　③ 　商いを放棄したが、節税を主目的に事業用宅地の形状は残して、店のシャッターを閉じて
しまう「シャッター商店主」。
　①の商いを続けている商店主に関しては、補助金依存体質になってしまって意欲は喪失してい
るが、まだ意欲を喚起できる可能性はあるとしている。しかし、②と③の「不動産オーナー」と
「シャッター商店主」は、店舗などの豊かな資産を世襲した「ストック・リッチ」が多く、生活
に困っていないため、商いを放棄する側面があると述べている。また、「不動産オーナー」にとっ
ては、商店街の店舗賃貸は投資なので、全国チェーン店やパチンコ店・風俗店などの高い賃料を
とれる店舗に貸そうとする。これは、地域での経済循環や商店街活動への参加という点で、貢献
は小さくなることが予想される。
　さらに、店舗が老朽化して賃貸収入が期待できない場合、高い賃貸収入を得ようと店舗を建て
替える投資をすることも考えられるが、リスクが伴う。また、相続税や固定資産税も高くなって
しまう。そのようなリスクや税金負担を避けるため、あえて、老朽化したままシャッターを閉じ
ておくということが行われるⅲ。店舗のオーナーが自身で小売店を経営する意思もなければ、賃
貸にまわす意思もない場合には、空き店舗を減らす努力をしても、空き店舗が減らないのは当然
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である。結果として、商店街全体の魅力を著しく低下させ、商店街を衰退させることになる。
３．まちづくり３法と大規模小売店舗法の廃止
　衣川（2011）は、中心市街地の衰退に関して、第一段階を郊外開発とモータリゼーションの
進行、第二段階をまちづくり３法ⅳと大店法の廃止を、要因として説明している。第一段階につ
いては、既に触れた内容と重なるので、ここでは第二段階について説明しよう。
　まちづくり３法のうち、大規模小売店舗立地法と改正都市計画法の２法が、大規模店舗の郊外
展開を解禁した。結果として、地方都市の郊外のいたるところに、無秩序に巨大ショッピングモー
ルや大規模店舗が開店するようになった。こうした郊外型大規模店舗は、買い物の人の流れを大
きく変え、中心商店街と中心市街地が急速に空洞化していった。
　こうした中で、中心市街地の衰退が深刻となったため、2006年に中心市街地活性化法と都市
計画法が改正され、中心街にコンパクトな都市機能を有するまちづくりをめざしたが、郊外にお
ける大型商業施設に対する実質的な規制とはなっていない。いったん郊外にできた市街地を中心
部に吸引することは困難である。
　結果としては、まちづくり３法とそれに伴う大規模小売店舗法の廃止以降、それまで比較的元
気であった中心商店街も軒並み衰退していった。
４．経済成長
　岡田（2010）は、地方の衰退、商店街の衰退をもたらした要因として、経済成長を取り上げ、
成長過程における地域の変化、商店街衰退の必然性について説明している。経済成長に伴う産業
構造の高度化、とりわけ第３次産業の拡大は、地方から大都市への人口移動を加速させ、地域格
差を拡大し、さまざまな要素を大都市に集中させていく。結果として、地方の衰退、地方の商店
街の衰退をもたらすことになる。
　さらに、第二次産業の近代化も商店街の衰退をもたらしたという。たとえば、1963年の中小
企業近代化促進法などによって、工業団地化などによる職場の郊外移転が進んだ。その結果、職
住一体型の従来的生活様式は転換された。それは、商店街の商圏内での昼間人口の減少を意味し
ており、さらには女性の社会進出による女性労働比率の増加や共働き率の増加がその傾向を顕著
にした。これも、住居近くの商店街での買い物の機会を減少させ、商店街の衰退をまねく要因と
なっていった。
Ⅲ．クリスタラーの中心地理論と商店街の衰退
１．クリスタラーの中心地理論の概要
　商店街の衰退の要因を考えるとき、クリスタラーの中心地理論が非常に参考になる。この中心
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地理論は、クリスタラー（Walter Christaller）が1933年に著した『南ドイツにおける中心地̶
都市機能を持つ集落の分布と発展に関する規則性についての経済地理学的研究̶』において理論
構築と検証が行われているが、「財の到達範囲の上限の拡大・縮小要因」を小売業の商圏の拡大・
縮小要因、さらには中心市街地や商店街の商圏の拡大・縮小要因と読み替えても、ほぼそのまま
当てはまる。現在の中心市街地や商店街の衰退を説明する上でも、非常に説得力のある理論となっ
ている。
　なぜならば、中心地理論は、中心機能の立地理論であり、中心機能とは周辺地域のすべての住
民にとって、ごく一般的に利用されるべきものであり、一般の小売業および対個人サービス業が
最も中心地理論に適合するからである。そして、商業集積地、すなわち商店街に階層があるのは、
中心地に階層があるのと同じ論理で説明される（富田2006 pp95-98）。
　まず、富田（2006）をもとに、中心地理論の概要を説明しておこうⅴ。
⑴　中心地理論の諸概念
　① 　中心的財・・・少数の地点（中心地）で生産・供給され、多数の地点で消費される財であ
る。中心的財（サービスを含む）の供給は一般には、多数の消費者との接触によって行われ
るので、消費者にとって最も到達しやすい場所に立地する傾向がある。
　② 　中心（地）機能・・・中心的財を供給する機能であり、この典型は商業、特に小売業であ
る。
　③ 　中心地・・・中心的財を供給する機能（中心機能）が立地する場所であり、本稿の目的か
らは、小売店舗や商店街の立地場所ということになる。
　④ 　中心性・・・中心地の周辺地域に関するその中心地の相対的意味であり、以下の式で表さ
れる。すなわち、本稿の目的からは、他地域からどれだけ顧客を吸引しているかを表す。
　　　　　　　　　　　　　ⅰ中心地が供給　　　中心地が供給する財の中で中心地
　　　
ⅰ地域の中心性　＝　
する財の総量　　
－
　の常住人口に供給される財の総量
　⑤ 　補完地域（市場地域）・・・中心地の周辺地域にあって中心機能が立地していないために、
中心地から財の供給を受けている地域。
　⑥ 　財の到達範囲の上限・・・中心地のある財を入手しうる空間的限界、すなわち消費者が財
を購入するのに移動してもよいと考える最大距離であり、財の商圏といえる。
　⑦ 　財の到達範囲の下限・・・中心地においてある財を供給するために必要なその財の最小限
度の需要量を含む空間的範囲であり、供給者がある財の販売を維持するのに必要な需要人口
を満たす、中心地からの最小距離である。したがって、財の到達範囲の上限が下限よりも小
さい場合は、その地点ではその財の供給すなわち販売が成立しないことになる。
　⑧ 　中心的財と中心機能の階次・・・中心的財は、その財の到達範囲の大小によって階層区分
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される。財の到達範囲の上限も下限も大きな財を高次な財、小さな財を低次な財という。い
わゆる、比較的高価格の買回り品などは高次な財、低価格の最寄り品は低次な財ということ
ができる。高次な財を供給する中心機能を高次中心機能、低次な財を供給する中心機能を低
次中心機能という。現在の状況に当てはめると、大都市の中心市街地に立地する百貨店など
は高次中心機能を果たしており、コンビニエンスストアは低次中心機能を果たしているとい
える。
　⑨ 　中心地の階層・・・高次中心機能が立地する中心地を高次中心地といい、低次中心機能の
みが立地する中心地を低次中心地という。高次中心地には低次な中心機能も立地することが
できる。
　⑩ 　経済距離・・・費用・時間・労力（快適性）の３要素により貨幣価値に換算された地理的
距離であり、財の到達範囲の上限を定めるものである。したがって、交通費や移動時間など
の交通条件が良好である場合には、財の到達範囲の上限が拡大する。例えば、高速道路の開
通や新幹線の開通が、そこに立地する小売店舗の商圏を拡大することは理解できるであろう。
⑵　高次中心地の優位性
　クリスタラーは、このように諸概念を定義した上で、諸概念の静態的関係として、周辺の低次
中心地やその補完地域から、高次中心地に高次財を買いに来た消費者が、ついでに、そこで低次
な財も購入することがあるので、高次中心地は低次中心地から顧客を奪うということを示した。
これを富田（2006）は、高次中心地の優位性または大都市の優位性と呼んでいる。
⑶　供給原理にもとづく中心地システムの構築
　クリスタラーは、いくつかの前提条件をもとに、中心地の合理的な空間的配置を示したが、そ
の前提条件とは下記のとおりである。
　①　自然条件、交通条件、人口分布、住民の所得水準等は均等・均質な地域である。
　②　消費者は同一財を供給する最も近い中心地を利用する（最近隣中心地利用仮説）。
　③ 　同一財の価格と質はどこでも同一であり、財の供給者は合理的行動をとる。すなわち、利
益が生じないような中心機能の立地はない。
　④ 　財を供給する機能は、できる限り少数の中心地に立地して、その財をあらゆる空間（すべ
ての住民）に供給するような配置をとる。これを、財の供給原理（市場原理）という。
　⑤ 　中心機能は同一の中心地に集積する
　このような前提のもと、最小の立地で最大の効果を得られるような合理的な中心地の配置を示
しているⅵ。そして、その結果が図４のように示される。K－地点を基準に考えると、B－地点、
G－地点となるにつれて、より高次な中心地となり、A－地点、M－地点となるにつれてより低
次の中心地となる。
　中心地には階層性があり、各階層に対応した財の到達範囲の上限を持つ中心機能と補完地域を
有し、高次中心地は数が少なく、低次中心地は数が多い。まさに、都市の階層性や商店街の階層
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性も、同じ法則を適用して説明できる。
２．中心地システムの動態論
　クリスタラーがこの研究を行った1930年前後は、ドイツにおいて自家用車が普及し始めた時
期であり、彼は中心地周辺の住民が中心地に行くために自動車を利用する場合の影響について、
次のように論じている。
　すなわち、自動車の普及は中心地居住の利点を減少させ、人口の郊外分散を生じさせる。その
結果、低次財は郊外の居住地で調達され、高次財は一層広範囲の人々によって欲求される。した
がって、高次中心地は、高次財に関しては有利となり、低次財に関しては不利になる（富田
2006）。このことは、モータリゼーションの普及とともに人口の郊外化がもたらされ、それに対
応して郊外にスーパーマーケットが増えていった日本の過程とも一致すると思われる。
　さらに、クリスタラーは財の到達範囲の上限の拡大要因を示しているが、それらは中心地への
経済距離の短縮に集約できる。そして、富田（2006）は、経済距離の短縮は、大きく分けて、
次の２つの社会・経済的条件の変化から生じるとしている。ひとつは、交通条件の変化であり、
経済距離が短縮される場合である。例えば、自動車の利用が可能になったり、高速道路や鉄道が
建設されることによって、時間距離が短縮されることにより経済距離が短縮されたり、鉄道など
の運賃や高速道路料金が低下することなどにより経済距離が短縮され、財の到達範囲の上限が拡
大する。
　もう一つは、所得水準の上昇や余暇時間の増大に基づく経済距離の短縮である。所得水準の上
図４．供給原理に基づく中心地システムの体系
出所：ヴェルター・クリスタラー（江沢譲爾訳）（1969）『クリスタラー都市の立地と発展』大明堂　p87
地方都市商店街の活性化に関する考察
－ 89 －
昇は、より高次な財に対する購買意欲の増大をもたらしたり、交通費負担の相対的低下をもたら
し、経済距離を短縮させる。余暇時間の増大も、遠方から中心地に出かける時間的余裕を増加さ
せ、実質的な経済距離を短縮させる。そして、財の到達範囲の上限を拡大させる。財の到達範囲
の上限の縮小要因については、拡大要因の逆を考えればよいが、これまでのところ、経済距離は
時代とともに短縮されてきたと考えてよいだろう。
　そして、財の到達範囲の上限の拡大要因により、高次中心地の利用がより広域的になる。つま
り、周辺の低次中心地から顧客を奪うということにつながり、高次中心地の近くに位置する低次
中心地は衰退または消滅することになる。
⑶　地方都市商店街の衰退の必然性
　中心地システムの動態論に基づくならば、交通手段の発達や所得や余暇時間の増大といった経
済の発展が、高次中心地を発展させ、その結果として周辺の低次中心地を衰退させてきたといえ
る。したがって、現在の地方都市、とくにより小規模な地方都市の中心市街地や商店街の衰退は、
経済の発展に伴う必然的なものと捉えることができる。
　これまでの内容を整理すると、商店街の店主の意欲の問題はあるものの、交通手段の発達や所
得や余暇時間の増加といった消費者が豊かになった結果、また経済成長に伴う大都市と地方の格
差の拡大が、地方都市の近隣型商店街や地域型商店街を衰退させてきたといえる。さらには、ま
ちづくり３法と大規模小売店舗法の廃止という規制緩和による郊外の大型ショッピングモールの
出現が広域型商店街の衰退を加速させたといえるが、そもそも規制がなければ、「高次中心地の
優位性」の結果、その周辺の低次中心地は衰退または消滅することは避けられない。
　したがって、地方の小さな商店街を活性化しようとしても、それは、他のより大規模な商店街
や郊外の大型店やショッピングモールとの競争にさらされているのであり、行政によるわずかな
支援では効果を発揮しないのは当然であろう。消費者の行動空間は、自動車の普及だけでなく、
幹線道路や高速道路の整備によって、大きく広がっている。商店街の競争相手は、これまで以上
に広範囲になっている。さらに、インターネット・ショッピングも広まる中で、距離の摩擦がな
くなれば、競争相手は無制限に広がることになる。
　また、かつて商店街から顧客を奪ったとされる総合スーパーでさえも、「もはや業態としての
使命を終えた」といわれるほどの苦境にさらされている。単に、品揃えを広くしてワンストップ・
ショッピングができるというだけでは、消費者にとって意味はなくなっている。つまり、商店街
として専門店の業種を一通り揃えたとしても、消費者にとっての価値は低くなっている。単なる
異業種専門店の集積では不十分なのである。
　商店街の活性化策を考える場合には、商店街の競争相手との競争力を合わせて考える必要があ
るが、その競争相手は、その自治体の範囲を超えて広がっている場合も多いし、消費者の利益を
考えた時に、むやみに規制することもできなくなっている。こうした中で、商店街の活性化策を
どのように展開していけば効果が期待できるのだろうか。次章では、地方都市の商店街の活性化
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策のあり方を考察する。
Ⅳ．地方都市商店街の活性化
１．テーマ型商店街の可能性
　地方都市の商店街衰退の根本的な原因は、より大都市の商店街や郊外の大型店や、スーパーマー
ケットなどを消費者が選んだ結果である。彼らと同じような品揃えをしていても、品揃えや価格
の面で劣る小規模小売店が大型店から顧客を奪うことは難しい。そう考えて、近隣や郊外の大型
店と競合しない顧客を呼び込もうと、観光地化を目指す商店街もある。成功例としては「小江戸」
のイメージで街並みを整備した埼玉県川越市の商店街、「黒壁」と呼ばれる銀行の建物を保全し
ガラス館として活用したことをきっかけに取り組みを拡大した滋賀県長浜市の商店街、「ゲゲゲ
の鬼太郎」を活用した鳥取県境港市の商店街、「昭和の町」として売り出した大分県豊後高田市
の商店街が有名である（辻井2013）。しかしこの方法は、積極的に観光客向けに商売を転換した
商店だけが生き残り、地元客向けの商売を続ける店は商売に行き詰ることが多いといった問題（辻
井2013）やそもそも継続的に地域外からより広域的に観光客を呼び込もうとする取り組みは、
競争相手を地域の大型店から、より広域型のテーマパークや観光地などに変えるものであり、継
続的に顧客を集客することの難しさが指摘されている（久繁2013）。
　このようなテーマ型の商店街に転換することは多くの商店街で模倣されているが、成功例は非
常に少ない。したがって、商店街としては、リピート顧客を確保するためには、近隣の消費者を
標的としつつ、競合する大型店と差別化するという、当然の方法がやはり妥当である。
２．商圏内の昼間人口の増大
　また、商店街問題を考える場合には、その商店街の問題だけでなく、より広域的な土地利用、
都市計画の問題とあわせて考えなければならない。商店街の衰退要因として、モータリゼーショ
ンの結果としての郊外化があげられるが、これは居住地の郊外化と商業機能をはじめとしたさま
ざまな機能の郊外化がある。既に郊外に拡散した機能をもう一度中心市街地に戻すことは簡単で
はないが、人口が減少し財政が逼迫する中で、郊外への拡散が無秩序に進行することは防がなく
てはならない。既に県庁所在地レベルの地方都市では居住地の都心回帰も始まっており、中心市
街地の人口を増やす政策も必要である。さらに、経済成長に伴う昼間人口の減少が商店街の衰退
を招いた要因のひとつであるならば、商圏の昼間人口を増やすために、住居だけでなくオフィス
も含めて検討することも必要である。宮崎県日南市の油津商店街では、IT企業がサテライトオフィ
スをおくなどして活気が生み出されているというⅶ。中心市街地や商店街について、土地や店舗
の利用を商業以外も含めて検討することが必要である。つまり、昼間人口や交流人口を含め、商
圏の潜在顧客を増やすということが必要である。また、相続税や固定資産税の節約のためにあえ
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て店舗を閉めたままにしておくオーナーの問題に関しては、課税の仕方を変えるしかないだろう。
つまり、商店街活性化の問題は、一自治体の商業振興の部署だけではどうにもならない問題であ
る。税制のあり方や自治体の範囲を超えた広域的な土地利用を含めて、対応する必要がある。
３．波及効果の視点
　それでは、一自治体や商店街レベルでは、どのような方策がありうるのであろうか。大規模小
売店舗法が効力を発揮していた当時は、商店街は大型店に対抗しながらも、総合スーパーなどの
大型店を核店舗としつつ、共存共栄を果たしていた時代があった。それは、大型店の集客力の波
及効果の恩恵を受けていたわけであるが、商店街に立地する大型スーパーもまた郊外化の影響や
同業態や専門量販店などの異業態との競争の結果、商店街から撤退し、商店街は集客力を持つ店
舗を失い、さらに衰退していった。したがって、集客力のある店舗をいかに作り、集客された顧
客を狙って他の店がその周囲に集積するという循環をいかに生み出すかということが重要であ
る。商店街全体を支援するのではなく、より強力な一店舗が生まれることが重要なのであるⅷ。
　既存の商店街組合では、新店舗が開業する場合は、既存店舗と競合する業種が避けられる傾向
があるが、単なる異業種の集積では、周辺のスーパーや全国チェーンの量販店とは差別化できな
い。同業種の集積の方が競争が働き、大型店とも、お互いの店舗とも差別化しようと魅力的な品
揃えとなり、集積の利益は大きくなるかもしれない。しかし、同業種の集積は、店舗数にもよる
が、現実的には、広域から多くの顧客を集客できる大都市以外には難しいかもしれない。より現
実的なのは、業種が異なっても、店舗のコンセプトが共通するような店舗の集積を生み出すこと
だろう。
Ⅴ．おわりに
　本稿では、地方の商店街の衰退要因を考察し、商店街の活性化策について検討した。しかしな
がら、商店街の活性化策に関しては、十分な考察ができたとはいいがたい。
　商店街の活性化策を考える上で指摘しておきたいのは、すべての商店街を活性化させることは
できないということである。かつてと比べて、小売業者の売り場面積は増えているにもかかわら
ず販売額は減少している。売り場面積を増やしているのは大規模小売業者であるが、それにもか
かわらず、売り場面積あたりの売上は減っているのであり、小規模小売業者が売上を減らしてい
るのはやむをえないであろう。こうした環境で、かつて繁栄していたからといって、もう一度、
商店街を繁栄させようとしても、既に衰退しきっており、ほぼ消滅しているような商店街を繁栄
させることは不可能であろう。行政には、冷静な判断が求められる。
（つぼい　あきひこ・高崎経済大学地域政策学部教授）
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ⅰ　上記の調査では、以下のように説明し調査している。
　 　近隣型商店街：最寄品中心の商店街で、地元主婦が日用品を徒歩または自転車等で買い物を行う商店街。
　　地域型商店街：最寄品および買回り品が混在する商店街で、近隣型商店街よりもやや広い範囲であることから、徒歩、
自転車、バス等で来街する商店街
　　広域型商店街：百貨店、量販店を含む大型店があり、最寄品より買回り品が多い商店街
　　超広域型商店街：百貨店、量販店を含む大型店があり、有名専門店、高級専門店を中心に構成され、遠距離から来街す
る商店街
　　近隣型商店街ほど商圏が狭く数が多く、超広域型商店街ほど商圏は広く数は少ない。いわゆる、都市の階層性と同様の
特徴を持っている。
ⅱ　この指摘に対しては、辻井（2013）は、これは商店街組織の制度をさしての指摘であり、場所としての商店街はずっと
古い歴史を持つと述べている。本稿は、場所としての商店街に視点を置いているが、場所としての商店街でも、特に地方
都市においては20世紀初頭以降に集積したものが多いと考えている。
ⅲ　中小企業庁『商店街実態調査報告書』（2015年度）によると、空き店舗が埋まらない理由として「所有者に貸す意思がな
い」が39％で、貸し手側の都合によるものとして最多となっている。
ⅳ　中心市街地の衰退が進行する中で、1998年に改正都市計画法と中心市街地活性化法施行され、2000年に大規模小売店舗
立地法が施行された。これらの３法は「まちづくり３法」と呼ばれる。
ⅴ　原著のクリスタラー（1969）よりも、現在の状況にも当てはめて非常にわかりやすく説明されているので、中心地理論
の概要としては富田（2006）を主に参照している。
ⅵ　中心地システムの形成論理については、ここでは省略する。クリスタラー（1969）、富田（2006）を参照。
ⅶ　オフィスを誘致することも簡単ではないが、小売店や飲食店、行政が運営する交流施設だけでなく、昼間人口を集める
あらゆる可能性を検討し、実践していくことが求められるだろう。
ⅷ　辻井（2013）は、強力な店舗を生み出すには、新規出店を増やすしかないと述べている。
